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サマリー

実数 前年比 実数 前年比

全国 1,256,749 △ 1.9 96,627 △ 0.2

首都圏 358,526 △ 3.5 27,677 0.1

近畿圏 163,644 △ 0.6 11,642 △ 1.5

その他 734,579 △ 1.4 57,308 △ 0.1

都道府県地価調査（住宅地） 全国 伸び率 △ 1.2 2014年7月1日

公示地価（住宅地） 全国 伸び率 △ 0.4 2015年1月1日

住宅総合 102.5 1.2

住宅地 97.5 3.0

戸建 98.1 △ 2.0

マンション 115.8 4.0

新規登録件数 161,185 △ 1.5 13,982 2.8

成約件数 33,798 △ 7.2 3,292 △ 0.6

成約平均㎡単価 42.50 6.3 45.0 8.0

成約率 21% 24%

新規登録件数 47,257 △ 2.7 4,167 △ 1.7

成約件数 16,339 △ 1.9 1,668 2.8

成約平均㎡単価 26.02 3.4 26.8 2.7

成約率 35% 40%

新規登録件数 146,093 9.0 12,289 5.9

成約件数 15,780 △ 9.6 1,497 11.7

成約平均価格 3,070 0.1 3,224 2.8

成約率 11% 12%

新規登録件数 59,440 5.4 5,016 2.1

成約件数 11,673 △ 1.0 1,154 2.7

成約平均価格 1,996 △ 0.0 2,033 4.0

成約率 20% 23%

全国 892,261 △ 0.1 67,552 △ 3.1

首都圏 311,512 △ 6.6 27,114 5.1

大阪圏 116,450 △ 6.0 7,653 △ 5.3

名古屋圏 65,746 △ 12.6 5,122 △ 6.1

その他 398,553 △ 10.8 27,663 △ 8.9

持家 285,270 △ 19.6 20,813 △ 9.1

貸家 362,191 1.7 25,672 △ 7.5

分譲住宅 237,428 △ 10.0 20,445 11.2

供給戸数 44,913 △ 20.5 2,598 △ 2.0

分譲平均㎡単価 71.10 2.0 81.20 14.7

契約率 75% 74%

期末全残戸数 6,042 18.7 5,198 35.0

供給戸数 18,806 △ 23.8 1,905 15.2

分譲平均㎡単価 52.80 5.4 55.00 6.4

契約率 77% 71%

期末全残戸数 2,094 △ 7.5 2,250 7.4

首都圏 P 116.5      5.6            

近畿圏 P 111.5      4.7            

新規登録件数 81,806 17.8 6,543 0.8

成約件数 4,572 -12.1 451 26.7

成約平均価格 3,415 △ 0.1 3,342 △ 4.0

成約率 7% 7%

在庫件数 14,515 15.2 13,532 0.4

首都圏 成約件数 28,156 8.6

近畿圏 成約件数 7,633 △ 0.8

首都圏 賃料指数 中古マンション 107.5 1.0

全国 消費者物価指数 家賃 98.5 △ 0.3

平均賃料 16,953 4.7 17,167 5.6

空室率 5.47% △ 1.9 5.64％ △ 1.7

平均賃料 11,271 △ 0.6 11,222 △ 0.2

空室率 9.79% 0.3 8.24% △ 1.2

全産業 5 △ 3

不動産業 7 △ 8

大企業 25 △ 4

中堅企業 11 △ 7

中小企業 -3 △ 10

時期に関する備考2014年 2015年2月

売買による土地所有移転件数 件数 2015年1月値

項目 地域 指標 種別

年度 月次

不動産価格指数 全国 指数 2014年12月速報値

中古マンション

首都圏

近畿圏

新築マンション

首都圏

近畿圏

（新築+中古）戸建 首都圏

中古戸建 近畿圏

新設着工戸数

戸数

全国 戸数

建築費（RC工事原価） 指数

新築戸建 首都圏

居住用賃貸

オフィス賃貸

都心5区

大阪主要6
区

景気動向調査

%ﾎﾟｲﾝﾄ

2014年第4四半期の
実績値DI

不動産業 %ﾎﾟｲﾝﾄ



目次

 目次

• 売買①土地取引の動向‐1（件数推移） ・・4P

（参）レインズによる土地取引件数の推移（首都圏・近畿圏 ） ・・5P

• 売買②中古マンションの動向‐1（首都圏） ・・6P

中古マンションの動向‐2（近畿圏） ・・7P

• 売買③戸建の動向‐1  （首都圏） ・・8P

中古戸建の動向‐2  （近畿圏） ・・9P

• 新設着工戸数の動向‐1 （地域別） ・・10P

‐2 （種別） ・・11P

• 新築マンションの動向 ‐1（供給戸数と平均坪単価） ・・12P

‐2（建築費と期末在庫数） ・・13P

• 新築戸建の動向 （首都圏） ・・14P

• 居住用賃貸の動向‐1（件数推移） ・・15P

‐2（価格推移） ・・16P

• オフィス賃貸の動向 ・・17P

• 景気動向 ・・18P

• 経済動向 ・・19P

• コメント ・・21P
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住宅総合 更地・建物付土地 マンション

売買 ① 土地取引の動向

 件数推移

• 全国の1月の売買による土地所有権移転登記件数は、4ヶ月連続で前
年を下回り、△0.2%だった。首都圏は前年比+0.1%で4カ月連続振りに
プラス、近畿圏は △1.5% で3ヶ月連続でマイナス、その他地域は
△0.1% で4ヶ月連続でマイナスだった。

 価格推移

• 全国住宅地の価格指数[速報値）12月は、住宅総合が前年比+1.2%
（2ヶ月振りに増）、住宅地は同+3.0%（3ヶ月振りに増）、戸建住宅は同
△2.0%（2ヶ月連続減）、マンションは同+4.0%（24ヶ月連続増）。
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出典：法務省「法務統計月報」

出典：国交省「土地総合情報ライブラリー」

2008年平均＝100.0 （基準値)
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 ＜参考＞レインズによる土地取引件数推移(首都圏、近畿圏）

• 2014年1月から2015年2月までの土地（100㎡～200㎡）の成約件数の推移
は以下の通り。
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出典：（公社）東日本不動産流通機構「首都圏流通市場の動向」

出典：（公社）近畿圏不動産流通機構「マンスリーレポート」
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2
首都圏成約件数前年比 -7.9 -10.8 -6.3 -15.5 -11.4 -13.0 -9.5 -6.0 -14.6 -3.0 -5.9 -12.0 -4.0 6.7
近畿圏成約件数前年比 -15.6 -14.1 -4.1 0.5 3.1 19.3 -21.1 9.7 -1.5 0.6 22.6 1.1 10.7 23.7

20152014
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売買 ② 中古マンションの動向‐1 （首都圏）

• 2月の新規登録件数は2ヶ月連続で前年を上回り前年比+2.8%。

• 成約件数は11ヶ月連続で前年を下回り、前年比△0.6%。

• 成約平均㎡単価は26カ月連続で前年を上回り、前年比+8.0%。

6
出典（公社）東日本不動産流通機構「月例マーケットウォッチ」

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2
成約件数前年比 6.8 -0.2 4.3 -10.7 -14.2 -10.7 -14.6 -5.9 -5.9 -13.4 -9.3 -13.9 -9.2 -0.6
成約単価前年比 4.5 7.8 4.9 7.7 3.1 6.4 4.3 9.2 3.7 8.3 7.1 10.8 5.3 8.0

20152014
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中古マンションの動向‐2 （近畿圏）

• 2月の新規登録件数は5ヶ月連続前年を下回り、前年比△1.7%。

• 成約件数は2ヵ月連続で前年を上回り、+2.8%。

• 成約平均㎡単価は25ヶ月連続で前年を上回り、前年比+2.7%。

7
出典：（（公社）近畿圏不動産流通機構「マンスリーレポート」

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2
成約件数前年比 -6.2 2.0 10.3 -10.0 -8.8 -4.9 -3.8 4.7 10.2 -6.0 -10.0 -1.3 7.6 2.8
成約単価前年比 3.7 5.7 4.0 4.9 2.4 3.2 2.8 0.0 5.9 3.1 3.9 0.0 8.7 2.7

20152014
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売買 ③ 戸建の動向‐1 （首都圏）

• 2月の新規登録件数は4ヶ月連続で前年を上回り、前年比+5.9%。

• 成約件数は2ヶ月振りに前年を上回り、+11.7%。

• 成約平均価格は4ヶ月連続で前年を上回り、+2.8%。

8
出典：（公社）東日本不動産流通機構「月例マーケットウォッチ」

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2
成約件数前年比 -1.3 -15.4 -9.1 -13.9 -12.8 -7.0 -16.8 -4.3 -11.1 -9.5 0.8 -10.9 -9.3 11.7

20152014



‐20

‐10

0

10

20

30

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 1 3 5 7 9 11 1

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

中古戸建成約件数前年比推移（近畿圏）

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 1 3 5 7 9 11 1

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

中古戸建成約平均価格推移（近畿圏）

‐30

‐20

‐10

0

10

20

30

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 1 3 5 7 9 11 1

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

中古戸建新規登録件数前年比推移（近畿圏）

中古戸建の動向‐2 （近畿圏）

• 2月の新規登録件数は2ヶ月振りに前年を上回り、前年比+2.1%。

• 成約件数は3カ月連続で前年を上回り、前年比+2.7%。

• 成約平均価格は3ヶ月振りに前年を上回り、前年比+4.0%。

9
出典（公社）近畿圏不動産流通機構「マンスリーレポート」

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2
成約件数前年比 -1.9 -0.3 5.5 -5.5 -10.8 -5.6 4.0 -11.9 7.1 1.6 -0.4 5.7 8.2 2.7

20152014
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新設着工戸数の動向‐1（地域別）

• 2月の全国の着工戸数は12ヶ月連続で前年を下回り、前年比△3.1%
だった。

• 地域別では、首都圏=+5.1%（4ヶ月振り増）、大阪圏=△5.3%（6ヶ月連
続減）、名古屋圏=△6.1%（9ヶ月連続減）、地方圏=△8.9%（12ヶ月連続
減）。

10出典：国交省「建築着工統計」

9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2
総数前年比 19.4 7.1 14.1 18.0 12.3 1.0 -2.9 -3.3 -15.0 -9.5 -14.1 -12.5 -14.3 -12.3 -14.3 -14.7 -13.0 -3.1
首都圏前年比 10.7 -1.8 6.8 10.6 16.8 1.1 -3.1 -9.1 -20.8 -9.9 -9.4 -15.8 -10.6 3.2 -7.9 -10.4 -15.5 5.1
大阪圏前年比 31.8 20.1 43.7 35.3 15.7 -12.8 5.0 25.4 -17.9 1.2 -19.3 16.0 -9.5 -25.8 -10.6 -19.6 -19.7 -5.3
名古屋圏前年比 25.3 11.5 23.3 1.3 4.7 -3.0 -8.2 7.7 2.9 -26.8 -16.8 -27.0 -9.8 -22.4 -25.9 -10.2 -15.4 -6.1
地方圏前年比 22.0 9.2 11.8 22.0 8.7 6.3 -3.9 -7.4 -12.0 -8.8 -14.8 -14.5 -18.8 -16.5 -18.1 -17.0 -8.0 -8.9

201520142013
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新設着工戸数の動向‐2（種類別）

• 種別では、持家=△9.1%（13ヶ月連続減）、貸家=△7.5%（8ヶ月連続減）、
分譲住宅=△11.2%（4ヶ月振り増）。

11出典：国交省「建築着工統計」

9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2
総数前年比 19.4 7.1 14.1 18.0 12.3 1.0 -2.9 -3.3 -15.0 -9.5 -14.1 -12.5 -14.3 -12.3 -14.3 -14.7 -13.0 -3.1
持家前年比 14.2 17.6 22.6 19.1 5.9 -0.4 -13.0 -16.1 -22.9 -19.0 -25.3 -22.7 -23.4 -28.6 -29.3 -25.5 -18.7 -9.1
貸家前年比 21.5 3.3 17.1 29.8 21.5 24.7 11.3 12.0 3.1 1.8 -7.7 -3.8 -5.7 -4.1 -7.4 -8.9 -10.3 -7.5
分譲住宅前年比 23.5 -2.7 -1.0 2.1 8.6 -20.9 -8.5 -7.8 -27.1 -11.9 -7.7 -10.3 -15.3 1.6 -6.0 -10.5 -11.2 11.2

201520142013
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新築マンションの動向‐1（供給戸数と平均坪単価）

 首都圏

• 2月の供給戸数は2ヶ月連続で前年を下回り、△2.0%。分譲平均㎡単
価は3ヶ月振りに前年を上回り、+14.7%だった。

 近畿圏

• 2月の供給戸数は2ヶ月連続で前年を上回り+15.2%。分譲平均㎡単価
は9ヶ月連続で前年比を上回り、+6.4だった。

12出典：株式会社不動産経済研究所

10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2
首都圏供給戸数前年比 21.4 22.3 6.1 6.1 -24.1 -9.7 -39.6 -13.4 -28.3 -20.4 -49.1 -44.1 -10.9 -33.3 13.9 -8.1 -2.0
近畿圏供給戸数前年比 -33.4 5.0 -26.5 -21.4 -21.2 -27.1 -9.3 -21.7 -30.1 -4.5 -39.0 -50.2 1.6 10.9 -32.1 83.0 15.2
首都圏平均㎡単価前年比 16.8 -3.7 17.7 -4.2 12.9 8.6 6.4 4.2 -0.4 6.1 14.5 -6.5 -10.3 6.2 -4.4 -3.2 14.7
近畿圏平均㎡単価前年比 1.2 -3.5 0.8 6.5 8.4 3.3 -2.8 -2.9 2.0 6.2 14.8 4.7 3.4 8.7 12.3 8.2 6.4

2013 2014 2015
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新築マンションの動向‐2（建築費と期末在庫数推移）

 期末販売在庫数

• 122の期末在庫数は首都圏は3ヶ月連続で前年を上回り、前年比+35.0%。

• 近畿圏は3ヶ月振りに前年を上回り、 前年比+7.4%。

 建築費

• RCの建築費指数（集合住宅RC工事原価）は2012年より上昇基調にある。

• 2月は前年比で東京は+5.6P（49ヶ月連続）、大阪は+4.7（30ヶ月連続）上
昇した。前月比では、東京は△0.3P、大阪は△0.3Pと2ヶ月連続下がった。

13

出典：株式会社不動産経済研究所

出典：（一社）建設物価調査会「建築費指数、建設物価指数月報」

2005年＝100.0 （基準値)

10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2
首都圏残戸数前年比 -16.6 -19.0 -4.8 -5.6 -15.3 -11.5 -14.9 -15.6 -11.9 -15.6 -17.0 -12.6 0.4 -2.0 18.7 24.6 35.0
近畿圏残戸数前年比 -29.9 -29.3 -18.0 -10.8 -11.0 -1.0 11.4 12.0 13.5 25.4 16.9 3.5 16.2 9.9 -7.5 -4.8 7.4

2013 2014 2015
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新築戸建の動向（首都圏）

 新規登録物件と成約物件の動向

• 2月の成約件数は2ヶ月連続で前年を上回り、前年比+26.7%。

• 成約平均価格は2ヶ月連続で前年を下回り、前年比△4.0％。

• 在庫件数は20ヶ月連続で前年を上回り、前年比+0.4%。

14出典：（公社）東日本不動産流通機構「月例マーケットウォッチ」
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居住用賃貸の動向‐1（件数推移）

 成約件数の動向（首都圏）

• 2月の首都圏の居住用賃貸の成約件数は2ヶ月振りに前年を上回り、
前年比+8.6%だった。

 成約件数の動向（近畿圏）

• 2月の近畿圏の成約件数は、 18ヶ月振りに前年を下回り、前年比
△0.8%だった。

15

出典：アットホーム株式会社

出典（公社）近畿圏不動産流通機構「マンスリーレポート」大阪府、京都府、兵庫県のアパートマンションの合計数
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居住用賃貸の動向‐2（価格推移）

16

出典：株式会社IPDジャパン株式会社リクルート住まいカンパニー「IPD/リクルート住宅指数マンスリーレポート 」

2005年1月＝100.0 （基準値)

 賃料の動向（首都圏）

• 中古マンション賃料指数は2月は20ヶ月連続で前年比を上回り、+1.0p、
対前月比で+0.0Pだった。

 消費者物価指数：家賃の動向（全国）

• 家賃は2008年10月より77ヶ月連続して前年を下回り、2月は前年比
△0.3P（消費者物価指数全体は前年比+2.2P）だった。

出典：総務省統計局「基準消費者物価指数」

2010年＝100.0 （基準値)
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オフィス賃貸の動向

 東京都心5区

• 2月の都心5区のオフィス賃料は、10ヶ月連続で前年を上回り、前年比
+5.6%。

• 空室率は、28か月連続して改善しており、前年比1.7P改善した。

 大阪主要6区

• 1月の大阪主要6区のオフィス賃料は、8ヶ月連続で前年を下回り、前年
比△0.2%だった。

• 空室率は、13か月連続して改善しており、前年比1.2P改善した。

17
出典：三鬼商事株式会社「オフィスデータ」
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景気動向

 全体動向

• 不動産業の2014年第4四半期の景気動向指数（実績）は+7%P （全産
業は6期連続プラス：+5%p）で、2012年第2四半期から10期連続でプラ
スだが、前期比は2期連続で悪化し△8%Pだった。また2015年第1四半
期予測も+1%Pと低めとなった。

• 不動産業企業規模別では、大企業は19期連続でプラスで+25%P（前期
比△4P）、中堅企業は11期連続でプラスで+11%P（前期比△7P ） 、中小
企業は7期振りにマイナス△3%P（前期比△10P ）と大手中小間で差が
出はじめている。

18
出典：日本銀行<日銀短観」
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経済動向

 金利動向

• 金利は引き続き低い水準にある。2015年2月1日時点の住宅金融支援
機構基準金利は、1.74%で2011年12月より39ヶ月連続（月初数字）で前
月を下回っている。

 貸出残高の推移

• 不動産向け貸出残高は2012年第2四半期より11期連続で前年比を上
回り、2014年第4四半期は前年比+3.6%だった（総貸出残高は+3.1% ）。
2014年第2四半期より総貸出残高より不動産向け貸出残高の伸び率
が上回った。

19出典：日本銀行「金融経済統計月報」

出典：日本銀行 住宅金融支援機構
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 国内総生産

• 国内総生産（GDP）は3四半期振りに前年を上回り、2014年第4四半期
は＋0.6%だった（速報値）。

 全国勤労者可処分所得

• 全国勤労者可処分所得（農林漁家世帯を除く）は、2月は3ヶ月連続で
前年を上回り+2.1%だった。

20

出典：内閣府「四半期GDP速報実質季節調整系列(前期比)」

出典：総務省統計局「家計調査」



 コメント（2015年2月の値ベース）

1. プラスの指標

1. 中古マンション

• 引き続き平均坪単価は上昇基調

‒ 平均単価は首都圏26ヶ月、近畿25ヶ月連続前年比上昇

‒ 但し、成約件数は首都圏11ヶ月連側減少

※ 都心中心に過熱感もあり、価格の動向には注意が必要

2. 戸建／土地

• 首都圏、近畿圏とも成約件数が前年比上昇

• 首都圏新設着工戸数が4ヶ月振りに前年比上昇

• 首都圏新築戸建ても成約件数が2ヶ月連続上昇し、在庫も5ヶ月振り
に前月比減少

• 首都圏の土地所有権移転件数も4ヵ月振りに前年比プラス

3. 賃料

 首都圏中古マンション賃料指数は20ヶ月連続前年比上昇

4. オフィス

• 賃料(東京）、空室率は引き続き改善基調

‒ 空室率は都心5区28ヶ月、大阪6区が12ヶ月連続前年比改善

5. 金融

• 住宅ローン金利は引き続き低位安定

 金融機関の不動産貸出残高が第2四半期より総貸出残高の伸び率
を上回る

6. 経済

 勤労世帯可処分所得も3ヶ月連続で前年比上昇

2. マイナスの指標

1. 土地

• 成約件数(所有権移転登記件数）は4ヶ月連続前年比減少

2. 新設着工戸数

• 12ヶ月連続で前年比下落

3. 新築マンション

‒ 在庫数が、首都圏は3ヶ月連続で前年を上回り、前年比+35%、
近畿圏も+7%

4. 建築費

• 首都圏49ヶ月、近畿圏30ヶ月連続で、引き続き上昇
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